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本件商標登録出願（以下，「本願商標」）は，

国際登録第743296号に係る国際商標登録出願
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抄　録 黒塗り長方形の中に「AJ」の欧文字を白抜きにした構成で書してなる出願商標が，商標
法３条１項５号違反であるとして請求された拒絶査定不服審判において，本願商標は自他商品の識別
標識としての機能を有しないものであるから，商標法３条１項５号に該当するとした上で，出願人が
提出した証拠は本願商標の使用ということはできないとして，商標登録を拒絶する旨の審決がなされ
た。本判決は，商標法３条２項の該当性についての理由不備の違法があるとして，原審決を覆し，請
求を認容した。なお，補足的判断として本願商標の態様では，商標法３条１項５号に関しては審決の
認定に誤りはないとした。
本判決は，審決の理由として記載されるべき事項，特に商標法３条２項の該当性の判断において審

決書に記載されるべき事項を明らかにした点において，注目に値する判決といえる。
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された。

また，その出願人（原告）は，イタリアのデ

ザイナーであるジョルジオ・アルマーニ

（GIORGIO ARMANI）が設立し，そのデザイ

ンに係る商品の取扱い及び商標権等の知的所有

権の管理を目的とするスイス国法人である。

本件出願の出願商標及び指定商品は以下の通

りである。

＜出願商標＞

＜指定商品＞

第25類　Clothing，footwear，headgear

（被服，履物及び運動用特殊靴，帽子）

審査では，本願商標は，「Ａ」及び「Ｊ」の

文字からなるものであるから，極めて簡単で，

かつ，ありふれた標章のみからなる商標と認め

られ，そのような文字の組み合わせは，製造業

の分野において商品の規格や品番を表すのに一

般的に使用されている，として商標法（以下，

文中では単に「法」という。）３条１項５号に

該当する旨の暫定拒絶通報を発した。

これに対して出願人は，意見書を提出し，本

願商標は，その指定商品である「被服」等の商

品に使用された結果，需要者が何人かに係る商

品であることを認識することができるものであ

るとして，法３条２項の規定により商標登録で

きる旨，主張したが，その主張は認められず，

拒絶査定がなされたため，出願人は拒絶査定不

服審判を請求した。

拒絶査定不服審判において出願人は，本願商

標は，本願商標に係る指定商品に使用されるこ

とにより，「GIORGIO ARMANI」の一ブラン

ドである「ARMANI JEANS」を示すものとし

1．2 審査段階における経過

て十分に自他商品識別機能を有するものとなっ

ており，取引者・需要者において審判請求人の

業務に係る商品であることを表す商標として十

分に認識されているというべきであるので，本

願商標は，法３条１項５号には該当するもので

はないと主張を行っている。

審決では，法３条１項５号と法３条２項の二

つの規定の該当性の有無に関し，判断を示して

いる。

まず，本願商標は，黒塗り長方形の中に，

「AJ」の欧文字を白抜きにした構成で書してな

る商標と認定した上で，法３条１項５号の該当

性の有無については，『欧文字二文字は，商品

の品番，型式を表示するための記号，符号とし

て，取引上普通一般に使用されているものであ

って，長方形は，ありふれた形状であることか

ら，本願商標のかかる構成は，簡単，かつ，あ

りふれた商標というのが相当である。』と判断

した上で，『本願指定商品との関係において欧

文字二文字は，例えば，衣料品について，女性

向け商品のサイズ（体型）等を表すものとして，

「AR」や，男性向け商品のサイズ（体型）等を

示すものとして，「YA」「AB」や「BE」等と

表示しているものが見受けられる。また，靴の

サイズを示すものとして，「EE」等もあり，こ

れらによれば，本願指定商品との関係において

欧文字二文字は，商品の品番，型式等を表示す

る一類型として使用され，かつ，取引者，需要

者に認識されているものである。したがって，

本願商標は，簡単，かつ，ありふれた標章のみ

からなる商標であり，自他商品の識別標識とし

ての機能を有しないものである』として，原査

定は妥当との判断を示している。

また，法３条２項の該当性の有無については，

『本願商標の「AJ」の欧文字は，「ARMANI

JEANS」の欧文字とともに使用されているも

1．3 審決における判断
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のであり，これらを本願商標の使用ということ

はできず，他に本願商標の使用を示す証拠を見

出すことはできない。』として，法３条２項に

は該当しないとの判断を示し，請求は認められ

ない（拒絶審決）と結論づけている。

原告は，①法３条１項５号該当性の判断の誤

り（取消事由１），②法３条２項該当性の判断

の誤り（取消事由２），があるとして審決は取

り消されるべきと主張する。

（1）本願商標のような『文字と図形を外観

上一体的に構成してなる商標は，一体不可分の

図形として把握されるべきであり，「AJ」の文

字のみが構成要素となるものではない。』

（2）『本願商品である被服等の分野において，

欧文字２文字がサイズとして表示して使用され

る場合や，品番の一部に欧文字が使用されてい

る場合には，サイズ表記であることが明記され

ているか又はサイズ表記であることがわかるよ

うになっているのが通常である。また，品番に

欧文字が使用されていても，あくまで数字との

組合せであり，欧文字が単独で品番として使用

されることはない。』

（3）『「AJ」の文字は，「ARMANI JEANS」

の表記と並べて使用されており，このような状

況下においては，「AJ」の文字に接する取引者，

需要者は，「AJ」の文字を商品の種別等を表す

記号と認識することはなく，著名な「ARMANI

JEANS」ブランドの頭文字を冠した１つのブ

ランドを指称する標章であると容易に認識する

というべきである。』

（4）『他者が，サイズ表示や品番の一部とし

て「AJ」を使用したとしても，自己の業務に

係る商品を表す標章として使用されているわけ

2．1 商標法３条１項５号該当性の判断の
誤り（取消事由１）について

2 ．原告（出願人）の主張の概要

ではないので，本願商標に係る商標権の効力が

及ぶことはなく，本願商標に係る商標権が第三

者へ不測の不利益を及ぼすおそれもない。』

（5）『デザイナーが，自分の名前をブランド

名とすることは一般的であり，…そのイニシャ

ルから構成された商標が登録されている。この

ような商標の登録が認められたのは，アルファ

ベット２文字でも，ファッションブランドの頭

文字として使用される等，その構成に独自性が

ある場合には，法３条１項５号に該当しないと

して登録を認めても差し支えはない。』

（1）『審決は，「AJ」の文字が「ARMANI

JEANS」の欧文字とは別に，シャツ及びマフ

ラーに大きく単独で表示されているものがある

にもかかわらず，それらを看過している。』

（2）原告は，「GIORGIO ARMANI」及び

「ARMANI JEANS」の周知著名性を証拠に基

づいて示した上で，『本願商標の「AJ」の文字

部分は，ジョルジオ・アルマーニの著名なブラ

ンド「ARMANI JEANS」の文字の頭文字「Ａ」

と「Ｊ」の組合わせからなり，…「ARMANI

JEANS」の文字とともに，あるいは，「AJ」

の文字単独で，使用されてきた。その結果，

「ARMANI JEANS」の周知・著名性と相まっ

て，本願商標を構成する「AJ」自体も，周

知・著名なものとなり，自他商品の識別力を備

えるに至ったというべきである。』

（3）『法３条２項の特別顕著性の有無の判断

に当たっては，本願商標と使用商標との同一性

を，両商標の外観，称呼及び観念を総合的に比

較検討し，取引実情を参酌して，社会通念上同

一といえるか否かを基準とすべきであって，本

願商標と使用商標は社会通念上同一である』と

主張した。

2．2 商標法３条２項該当性の判断の誤り
（取消事由２）について
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『本願の指定商品を取り扱う業界において，

欧文字２文字，又はこれと数字とを結合した標

章は，商品の種別，規格，等級，品番等を表す

記号，符号として類型的に採択・使用されてい

る。そして，商品の包装や通信販売等において

は，商品を注文するための注文コード等に，商

品の品番，カラー記号，サイズ記号等を白抜き

で表している実例がある。また，品番，記号等

に使用される文字の態様は，レタリング技法の

進展によって，図形内に文字を表して彩色を施

す手法や文字を装飾的に図案化する表現手法が

採用されている。』またさらに，『本願商標の構

成全体から見ても，この程度のデザイン化は，

商品のラベルなどにおいては普通に採択・使用

されているものであって，特殊な態様からなる

ものということはできない。』

（1）『法３条２項は，本来識別性がないもの

について，現実の使用に基づいて例外的に商標

登録を認めることから，その登録が認められる

商標及び指定商品は，使用に係る商標及び商品

と同一であることを要し，たとえ当該特定の商

品の類似商品といえども使用されなかった商品

についてまで同条同項の規定により登録を受け

ることができるというものではない。また，登

録により発生する権利は，全国的に及ぶ独占権

であることをも考慮すると，同条同項は，厳格

に適用されるべきである。』

（2）『原告が提出した証拠に示されたデザイ

ンは，本願商標とは明らかに相違する構成態様

にデザインされた「AJ」と思われる表示のも

3．2 商標法３条２項該当性の判断の誤り
（取消事由２）について

3．1 商標法３条１項５号該当性の判断の
誤り（取消事由１）について

3 ．被告（特許庁）の主張の概要
の，又は，「AJ」の文字が，代表的なデザイナ

ーブランドである「ARMANI」との併記され

た態様で…表記されているものであるから，上

記使用商標は，いずれも本願商標と同一である

とはいえない。』

（3）『本願商標の指定商品のうち，「被服」

には，原告の販売等に係る商品のほか，…多種

多様な繊維製品が流通している商取引の実情に

鑑みれば，原告の販売に係る商品は「被服」の

一部にすぎない。また「履物」には原告の販売

に係る使用商品の「スニーカー」の他に…各種

の履物が一般市場に流通している商取引の実情

に鑑みれば，「スニーカー」は「履物」の一部

にすぎない。よって，本願商標は，その指定商

品の中に，少なくとも法３条２項の要件を具備

しないために登録を受けることができない商品

が存在する以上，全体として登録を受けること

ができない。』

（1）裁判所は，次のように判示して，法３

条１項５号に該当するとした審決の認定には誤

りがないとしている。

『各文字は，「モダンローマン」字体で記載さ

れ，デザイン性は優れているものの，格別特徴

のある字体ではなく，また，特別の図形的な特

徴を連想するものとはいえない。黒色長方形内

に白抜きで文字を配置する構成についても，商

品の品番等の表示において長方形内に白抜き文

字とする事例があることに照らすならば，さほ

ど特徴のある構成ということはできない。』

（2）また，デザイナーの名称のイニシャル

の欧文字２文字が商標登録されている例がある

との原告の主張に対しては，以下のように判示

している。

『原告の指摘する商標は，合衆国の国旗を連

4．1 商標法３条１項５号の該当性について

4 ．本判決の判断
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想するデザインと組み合わせた例，欧文字のデ

ザインに特徴のある例，２文字を大きさを変化

させた例であって，いずれも，本願商標とは基

本的構成を異にするもので，本願商標について

の前記認定判断を左右するとはいえない。』

また，原告による欧文字２文字で商標登録さ

れた例があるとの主張については，『原告が主

張する商標の構成は「PS」及び「ピーエス」

の文字を二段に書してなるものであり，欧文字

２文字のみではなく，また「FF」の２文字に

よる商標については，その自他商品の識別力は，

その使用態様等によって異なるものである』と

判示して，本願商標についての前記認定判断を

左右するものではない，と結論付けている。

（1）まず，前提として審決の理由及び審決

に記載されるべき理由について以下のように述

べている。

『審判手続は，特許，商標等のそれぞれの専

門知識を有する複数の審判官が，特許法等が規

定する特定の事件について，裁判手続に準じた

厳格な手続よって審理を行い，判断をするもの

であって，いわゆる準司法手続の一つである。

審判体において審判手続を経て得られた最終判

断は，審決として示される。審決は，行政処分

として対世的な効力を有すると同時に，高等裁

判所の判決等によらなければ取り消されること

がないという点で判決類似の効力を有する。審

決は，このような点に鑑み，文書によって「結

論」を記載することが求められている外，結論

に至る判断の論理過程を「理由」として記載す

ると定められている１）…上記のような審判の手

続及び効力における性質に照らすならば，審決

に記載すべき理由は，①当該事件の適用に関係

する法律の根拠及びその解釈，②当事者が提出

し，又は職権で調査した証拠に基づいて認定し

4．2 商標法３条２項の該当性についての
審決における理由不備について

た事実，③認定した事実を法律に適用した場合

の論理過程及び判断結果等を過不足なく記載す

ることが不可欠である。』

（2）そして，本件における主要な争点は，

法３条２項の該当性の有無であると理解できる

とした上で，法３条２項の該当性の審決に記載

されるべき理由として，次の理由及び結論を記

載することが必要であるとしている。

『審決書に理由及び結論を記載するに当たっ

ても，①法３条２項所定の「使用をされた結果

需要者が何人かの業務に係る商品…であること

を認識することができる」との条文の文言につ

いての審判体の解釈，②証拠によって認定され

た事実の経緯，③法律に認定事実を適用した場

合に得られる結論に至るまでの論理過程を示す

ことが必要であるといえる。』

（3）また，法３条２項の規定に該当する場

合に登録をすることができるとした趣旨及び法

３条２項の該当性判断にあたっての判断資料に

ついて以下の通り示している。

『①当該商標が，本来であれば，自他商品の

識別力を持たないとされる標章であっても，特

定人が当該商標をその業務に係る商品に使用し

た結果，当該商標から，商品の出所と特定の事

業者との関連を認識することができる程度に，

広く知られるに至った場合には，登録商標とし

て保護を与えない実質的な理由に乏しいといえ

ること，②当該商標の使用によって，商品の出

所であると認識された事業者による独占使用が

事実上容認されている以上，他の事業者等に，

当該商標を使用する余地を残しておく公益的な

要請は喪失したとして差し支えないことにある

ものと解される。したがって，本願商標につい

て自他商品の識別力を有するに至ったか否かを

検討するに当たって，使用に係る商標及び商品

の性質・態様，本願商標との類否，使用した期

間・地域，当該商品の販売数量・程度，宣伝広

告の程度・方法などの諸事情を総合考慮して判
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断すべきことは不可欠であるといえる。』

（4）そして，最後に本件事案への当てはめ

を行い，以下の通り，理由不備の違法があると

いうべきと結論づけている。

「AJ」の使用例に関しては，審判手続におい

て，「AJ」の文字のみが付されている証拠が提

出されている点を示した上で，『審決書には，

「AJ」が「ARMANI JEANS」の欧文字と共に

使用されている点を形式的に挙げて，本願商標

の使用に当たらないとしているのみで，「AJ」

が使用されている商品等に関する証拠の評価，

具体的な使用状況等に関する事実認定，法律を

事実に適用した判断過程は何ら記載されておら

ず，本件の審判手続において，法３条２項に着

目した審理を実施した形跡もない。したがって，

審決には，法３条２項に該当するか否かという

重要な争点についての実質的な理由が付されて

いないから，その余を判断するまでもなく，理

由不備の違法があるというべきである。』

なお，本願商標は，本判決を受けて特許庁に

差し戻されており，執筆現在において審理は係

属している。

本判決においては，本願商標の態様について

『黒色横長方形内に「モダンローマン」字体で

「AJ」の欧文字を白抜きに表記したもの』と認

定しており，本願商標に係る指定商品において

『黒色長方形内に白抜きで文字を配置する構成

についても，商品の品番等の表示において長方

形内に白抜き文字とする事例がある』点を踏ま

えて，法３条１項５号に該当するとした判断を

行っている。

法３条１項５号所定の場合に，登録を認めな

いとした趣旨は，法３条１項５号に該当するよ

うな商標は，一般に識別力がなく，また独占適

5．1 商標法３条１項５号の該当性について

5 ．考　　察

応性がないことにあると解されている２）が，本

願商標の字体が「モダンローマン」字体という

「ありふれている」フォント書体を使用してお

り，商標全体の構成としても特異な態様を有し

ているとは言い難く，自他商品識別の機能が十

分発揮されている態様とはいえない。また，本

願商標と同様の態様を有する表示が本願商標に

係る指定商品の分野の取引過程において使用さ

れている実情があることを鑑みれば，一私人に

独占を認めるべき取引の実情があるとはいえな

い。

これらの点を鑑みると，「審決の判断に誤り

はない」とした本判決は妥当な判断といえる。

また，原告が主張する３つの登録商標につい

ては，それぞれ①欧文字のデザインはありふれ

ているといえるが，文字の大きさを異にする商

標（登録商標第4152498号商標），②文字の大き

さは同じであるが，欧文字のデザインに特徴が

ある商標（登録商標第4116093号商標），③文字

の大きさは同じであり，かつ，ありふれた書体

によるものといえるが，図形が合衆国の国旗を

連想するデザインを連想させる商標（登録商標

第4040030号商標）と認定している。

＜①登録商標第4152498号＞

＜②登録商標第4116093号＞
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＜③登録商標第4040030号＞

確かに原告が主張する前掲の登録商標と本願

商標とは，基本構成を異にするといえるため，

本判決の「認定判断を異にするものではない」

との判断は妥当なものといえる。

もちろん本判決においては，前掲の登録商標

について，法３条１項５号の該当性の判断を行

ったものではないが，本判決で認定した「①大

きさを変化させた」，「②欧文字のデザインに特

徴がある」，「③連想されるデザインと組み合わ

せた」の３つの態様は，「極めて簡単」である

かの判断に影響を与える要素であることを示唆

しているといえる。

本判決では，法３条２項の審決理由について

『本願商標に自他商品識別機能がなく法３条２

項に該当しないとの理由は，実質的に記載され

ていない』と判断し，『審決には，本願商標が

法３条２項に該当するか否かについて，理由不

備の違法がある』と結論づけており，法３条２

項の事実認定における具体的な判断は行ってい

ない。

その上で，審決の理由が実質的に記載されて

いるか否かの判断基準を示すものとして，『審

決は，…文書によって「結論」を記載すること

が求められている外，結論に至る判断の論理過

程を「理由」として記載すると定められている』

として，審決に記載すべき理由を三つ挙げ，こ

れらの理由を過不足なく記載することが必要で

あると判示している。

＜審決に記載すべき理由＞

① 当該事件の適用に関係する法律の根拠及

5．2 審決における理由不備について

びその解釈

② 当事者が提出し，又は職権で調査した証

拠に基づいて認定した事実

③ 認定した事実を法律に適用した場合の論

理過程及び判断結果等

また，法３条２項の該当性が争点となる場合，

審判手続においては『審判手続きの中で争点に

着目した審理（適切に釈明権を行使することを

含む）を行うべきである』との指針を示してい

る。そしてさらに，審決書に記載される理由及

び結論については，以下の三つの点を示すこと

が必要であると判示している。

＜法３条２項の該当性判断において記載すべき

理由＞

① 法３条２項所定の「使用をされた結果需

要者が何人かの業務に係る商品…である

ことを認識することができる」との条文

の文言についての審判体の解釈

② 証拠によって認定された事実の経緯

③ 法律に認定事実を適用した場合に得られ

る結論に至るまでの論理過程

本判決では，上記（法３条２項の該当性判断

において記載すべき理由）の①乃至③の要件に

基づき，審決の理由に不備があるか否かについ

て検討を行っている。

即ち，①法３条２項が所定の場合に登録をす

ることができるとした解釈及び自他商品の識別

力を有するに至ったか否かを検討するに当たっ

ての不可欠な事情を明らかにしている。そして，

②「AJ」の使用例に関して，審決書に示され

た「AJ」と「ARMANI JEANS」の欧文字が

共に使用されてない証拠を示した上で，③

『「AJ」が使用されている商品等に関する証拠

の評価，具体的な使用状況等に関する事実認定，

法律を事実に適用した判断過程が何ら記載され

ていない』と判断している。

上記事実に鑑みれば，本審決の理由において

上記３要件についての検討及び記載がなされて
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いないと判断するのが妥当であり，審決の理由

不備を示した判断は妥当なものといえる。

また，本判決は，法３条２項が争点の審判に

おいて，審理の過程において異なる態様の証拠

を提出した場合は，当該審決の理由において，

３つの要件に沿った理由が記載されていなけれ

ばならず，その３要件を満たさない審決は，本

事案のように審決理由の不備があるとして取消

事由に該当するといえる。

そのため，本判決における上記の判示は，審

決書に記載されるべき理由についての指針を示

したものであり，実務の現場では示された拒絶

審決に対し，審決取消訴訟を提起するか否かに

ついての基準を明らかにしたものといえよう。

本願商標のような欧文字２文字からなる商標

に関しては，商標審査基準の法３条１項５号の

説明において『ローマ字の１字若しくは２字か

らなるとき…は，本号の規定に該当するものと

する。』とあり，また実際の審査実務において

も，図形的な特徴を有するものを除き，ありふ

れた書体により構成される欧文字２文字からな

る商標が法３条１項５号に該当しないと判断さ

れた事例はほとんどないといえる。

しかしながら，法３条１項５号所定の場合に

登録が認められないとする趣旨は，前述のとお

り，そのような表示には自他商品等の識別力が

生じない点及び独占適応性がない点にあると解

されており，欧文字２文字からなるありふれた

書体より構成される商標であっても，商品の品

番等に使用されるものとはいい難い場合は法３

条１項５号には該当しないとすべきである。

この点に関して，いくつかの参考審決を紹介

する。

6．1 商標法３条１項５号について

6 ．判例及び審決の検討

（1）不服2005－9706号

IQ（標準文字）

＜指定商品＞

第10類　医療用ガイドワイヤー，その他の医

療用機械器具

『ローマ字１字若しくは２文字が商品の品番，

型式等を表示する記号，符号として用いられる

場合があるとしても，前記の意味合い（知能指

数の意味合い）で広く知られた本願商標に接す

る取引者・需要者は，これを，単に商品の記号，

符号の一種と認識するというよりも，前記意味

合いを認識するものだから，「知能指数」及び

「アイキュー」の証拠を持って取引にあたるも

のというのが相当である。

また，該文字が本願指定商品を取り扱う業界

において，商品の品番，型式等を表示するもの

として，取引上普通に使用されている事実を発

見することができなかった。

そうすると，本願商標は，その指定商品に使

用しても，自他商品の識別標識としての機能を

果たしえるものであるといわなければならない。』

上記審決のように，欧文字２字より構成され

るありふれた態様の商標であっても，特定の観

念を生じるために，記号とは認識されないよう

なケースは，登録を受け得る可能性があるとい

える。なお，同様の判断を示した事例としては，

商標の構成等が異なるが，商標「IT／アイテ

ィー」が特定の意味合い（information tech-

nology）をもって理解するとみるのが相当であ

る（法３条１項５号に該当しない）として，登

録された事例（不服2002－11643号）もある。

（2）不服2000－10880号

FF（標準文字）
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＜指定商品＞

第９類　パーソナルコンピュータゲーム用の

プログラムを記憶させたCD－ROM及びROM

カセット，家庭用テレビゲームおもちゃ

『「FF」の文字は，請求人の業務に係るゲー

ムソフトとして著名な「ファイナルファンタジ

ー（FINAL FANTASY）」の略称として，取

引者，需要者間において，広く知られているも

のと認められる。…してみれば，本願商標は，

単に，商品の品番等を表示する記号，符号とい

うよりも，むしろ，自他商品識別標識である商

標として機能しているものとみるのが相当であ

る。』

上記審決は，当該商標が指定商品等の関係に

おいて周知であると認められることから，自他

商品識別標識である商標として機能していると

認定し，法３条２項ではなく，法３条１項５号

に該当しないと判断された事例である。

本判決では，前述の通り，法３条２項に該当

するか否かについての実質的な理由が付されて

いないことを理由に法３条２項の該当性の有無

についての判断を避けている。また本願商標に

ついては現在，特許庁で審理が係属しているた

め，本願商標が法３条２項に該当するか否かに

ついては特許庁の判断を待つ必要があるかと思

われるが，原告・被告が行った主張に関連する

事案として，以下のような判例がある。

（1）まず，本生事件３）では，提出された使

用証拠において，ハウスマークと一体として使

用されている本願商標の使用が法３条２項にお

ける識別力を発揮するに至った商標の使用に該

当するかが問題となった。

裁判所は，『「本生」の文字を含む標章の使用

態様に係る諸事情に照らすならば，原告商品又

はその宣伝広告媒体に接した取引者・需要者

は，「本生」の文字のみによって，商品の出所

6．2 商標法３条２項について

が原告であると認識することはなく，「アサヒ

ビール株式会社」，「アサヒビール」又は「アサ

ヒ」等の文字に着目して，商品の出所が原告で

あると認識すると解するのが自然である。』と

して，識別する機能を有する標章部分は「本生」

にはなく，「アサヒ」若しくは「アサヒ本生」

等にあると判示した上で，『もっとも，当裁判

所がこのように判断した理由は，原告が本願商

標について，上記のような態様で漫然と使用し

てきたことに起因するものであり，本願商標の

「本生」の語の多義性に照らして，原告におい

て専ら自他商品の識別のために使用した場合

に，取引者・需要者をして，本願商標に係る

「本生」の文字のみによって原告の業務に係る

商品であることを認識できるほどに広く知られ

るに至る可能性のあることを一般論として否定

したものではない。』と判示し，ハウスマーク

の商標と併記した場合は，原則としてハウスマ

ーク以外の商標の使用とはみなされない（法３

条２項の証拠とはなりえない）といえるものの，

必ずしも法３条２項における識別力が否定され

るとは限らないことを示している。

（2）また，純事件４）では，出願商標「純」

について「宝焼酎」の文字を併記した証拠を提

出して，法３条２項の主張を行っており，結合

された態様の商標が法３条２項の証拠となりえ

るかが問題となった。

裁判所は，『原告焼酎について使用された標

章は，「純」の文字と「宝焼酎」の文字等が結

合して一体として使用されてきたものというべ

きであり，「純」の文字のみ独立に使用されて

きたということはできないと判断される。』と

判示し，法３条２項の適用を否定している。

これらの判例は，法３条２項における識別力

の判断において，他の周知表示を一体的に付し

た標章の使用証拠は，法３条２項の識別性の判

断に肯定的に捉えられることはなく，むしろ否

定的に捉えられる傾向性があることを示唆して
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いる。

（3）また，ダイジェスティブ事件５）では，

指定商品第30類「菓子及びパン」を指定して

「ビスケット」について使用証拠を提出した事

案であり，指定商品の一部の使用が同一の商品

の使用に該当するかが問題となった。

裁判所は，『商標が法３条２項の規定により

登録を受けることができるのは，商標が特定の

商品につき同項所定の要件を充足するに至った

場合，その特定の商品を指定商品とするときに

限るものと解するのが相当であり，出願商標に

係る指定商品中に同項の要件を満たさないため

登録を受けることができない商品があるとき

は，指定商品中から該商品が補正等により削除

されない限り，その出願は全体として登録を受

けることができないものと解すべき』として，

使用商標が指定商品の一部に過ぎない場合は，

指定商品の全部については登録を受けることが

できないことを示している。

この点，本判決にて示された法３条２項の趣

旨や無効審判の請求が指定商品又は指定役務ご

とにできる点等を鑑みれば，法３条２項の該当

性の判断も指定商品又は指定役務ごとに行われ

るべきものであり，需要者が何人かの業務に係

る商品等であることを認識し得ない指定商品又

は指定役務が含まれている場合には，法３条２

項の適用を認めるべきではないといえよう。

（1）本判決のように，欧文字２文字より構

成される商標の権利化を目指す場合は，本願商

標と同様に法３条１項５号，その例外として法

３条２項のいずれかの基準を満たす必要があ

る。

欧文字と数字の組み合わせによるような場合

は，その出願に係る指定商品又は指定役務の分

野における取引の実情により，その結論も大き

く異なることになるが，欧文字２文字による場

7 ．実務上の留意点

合は，前述の審決のような特殊な事情がある場

合を除き登録が認められないものと予想され，

また本願商標のように四角等の簡単な図形との

組み合わせ程度では，法３条１項５号の基準を

満たしているとはいえないであろう。

とはいえ，欧文字２文字の商標は企業の略称

としても多く使用されており，商標登録の要望

は多いともいえる。欧文字２文字による出願に

おいて，法３条１項５号の「簡単，かつ，あり

ふれた標章」と認定されないためには，本判決

において示されたように，以下のいずれかの構

成を採るように，その商標の構成態様を修正・

変更するのが妥当といえよう。

① 文字自体の大きさを異にする。

② 構成文字の形態を通常の書体として使用

されていないものとする。

③ 特徴的な図形と一体的に表示されるよう

に構成する。

欧文字２文字のみより構成される商標を出願

する場合，書体をデザイン化したとしても，取

引において使用される可能性のある書体の域を

出ない態様であれば，本事案と同様の結論が導

き出されるものと思われる。そのため，実際に

使用される商標が上記①乃至③のような態様と

なりうるかを先ず検討し，改変が難しいようで

あれば，出願において法３条２項の適用を受け

られるよう資料を収集するなどの対応が必要と

なろう。

（2）本判決では，具体的な判断はなされて

いないものの，法３条２項の適用を受けるため

に提出すべき証拠については，過去の事案より

鑑みて，本願商標のみが表記された証拠を提出

すべきであり，ハウスマークや周知若しくは著

名商標を含む証拠を提出する場合は，法３条２

項を証明する証拠としては採用されず，結論と

してその証拠が不利に取り扱われる可能性もあ

るため，提出については差し控えるべきであろ

う。
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また，法３条２項の証明の範囲については，

指定されている商品又は役務の一部の証明に過

ぎない場合は，立証を行っていない指定商品又

は指定役務の法３条２項の該当性を否定される

可能性もありうるため，留意が必要である。そ

のため，法３条２項の主張を行うに際して，指

定商品又は指定役務の範囲を実際に使用してい

る範囲に限定するなどの措置を検討する必要も

ある点に留意すべきである。

（3）なお，審理の結果，拒絶審決が示され

た場合，審決理由の記載要件については，本事

案で示されたように以下の３点が過不足なく記

載されていることが必要であり，これらの事項

の記載に過不足がある場合は，その審決理由に

は不備があり，取消事由となりうる。

① 当該事件の適用に関係する法律の根拠及

びその解釈

② 当事者が提出し，又は職権で調査した証

拠に基づいて認定した事実

③ 認定した事実を法律に適用した場合の論

理過程及び判断結果等

また，特に法３条２項の審決理由には，提出

された証拠についての評価，具体的な使用状況

などに関する事実認定，法律を事実に適用した

判断過程が示されている必要があり，提出した

証拠の判断を省略したような場合は，取消事由

となるので，拒絶の審決などを受けた場合は，

これらの点に留意して審決取消訴訟の提起を検

討すべきであろう。

注　記

1） 特許法157条２項，商標法56条，63条

2） この点，網野（商標 第５版p.290）では，登録を

認めないことの趣旨として「このような商標も，

普通一般に使用される自他識別の機能が十分で

ないことが多く，また，たとえ識別力があって

も一個人に独占させるべきものでないという理

由からして，登録を認められないものである。」

としている。

3） 平成18年（行ケ）第10374号　判例時報1981号

4） 平成４年（行ケ）第61号　判例時報1471号

5） 平成２年（行ケ）第103号　判例時報1379号

（原稿受領日　2008年10月６日）
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